
亀山市告示第１９２号 

亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金交付要綱を次のように定

める。 

令和５年１２月２５日 

亀山市長 櫻 井 義 之 

 

亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、事業活動においてエネルギー価格の高騰の影響を受けた市内中小

企業者等に対し、亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金（以下

「助成金」という。）を交付することにより、中小企業者等の負担を軽減し、もって

事業の継続を支援することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において「エネルギー経費」とは、電気、ガス、ガソリン、軽油、灯

油及び重油の購入に要した経費（他者への販売を目的として購入したものを除く。）

をいう。 

２ この告示において「中小企業者等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業

者又は同条第５項に規定する小規模企業者 

（２）個人で開業し、主たる収入が事業所得又は雇用契約によらない業務委託契約等に

基づく雑所得若しくは給与所得である個人事業者 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、令和６年１

月１日において市内に本店、支店又は営業所を有し、かつ、市内において事業活動を

営む中小企業者等であって、引き続き、市内で事業活動の継続を行う意思があるもの

とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、交付対象者としない。 

（１）代表者、役員若しくは使用人その他の従業員若しくは構成員等が亀山市暴力団排

除条例（平成２３年亀山市条例第１号）第２条第２号に規定する暴力団員若しくは 

同条第１号に規定する暴力団若しくは当該暴力団員と密接な関係を有する者であり、 



又はこれらの者が直接的若しくは間接的に経営に関与している中小企業者等 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号） 

に規定する性風俗関連特殊営業又はこれに係る接客業務受託営業を行う中小企業者

等 

（３）政治団体 

（４）宗教上の組織若しくは団体又は業として宗教上の行為を行う中小企業者等 

（５）亀山市が物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、実施する他の助成

制度等に基づく助成金等の交付対象となる中小企業者等 

（６）前各号に掲げる者のほか、市長が交付対象者として適切でないと認める者 

（助成対象経費） 

第４条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、交付対

象者がその業務を行う上で令和５年１１月から令和６年２月までの間の任意の１月に

市内の事業所が負担したエネルギー経費（消費税及び地方消費税に相当する額を除

く。）とする。 

（助成金の額等） 

第５条 助成金の額は、次の各号に掲げる助成対象経費の合計額の区分に応じて、当該

各号に定める額とする。ただし、合計額が１０万円に満たない場合は、助成対象経費

としない。 

（１）１０万円以上２０万円未満 ４万円 

（２）２０万円以上３０万円未満 ８万円 

（３）３０万円以上４０万円未満 １２万円 

（４）４０万円以上５０万円未満 １６万円 

（５）５０万円以上６０万円未満 ２０万円 

（６）６０万円以上７０万円未満 ２４万円 

（７）７０万円以上８０万円未満 ２８万円 

（８）８０万円以上９０万円未満 ３２万円 

（９）９０万円以上１００万円未満 ３６万円 

（１０）１００万円以上 ４０万円 

２ 助成金の交付は、１の中小企業者等につき１回を限度とする。 

（助成金の交付請求） 



第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和６年１

月１５日から同年３月４日までに、亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点

支援助成金交付請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）誓約書（様式第２号） 

（２）振込口座及び口座名義人が分かる通帳等の写し 

（３）助成対象経費の支払が確認できる書類の写し 

（４）経費算出根拠明細書（様式第３号） 

（５）市内に事業所を有し、市内で事業活動を行っていることが分かる書類 

（６）その他市長が必要と認める書類 

（助成金の交付決定） 

第７条 市長は、亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金交付請求

書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、速やかに助成金の交

付を決定し、申請者が指定する口座に助成金を振り込むものとする。 

（委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 



様式第１号（第６条関係） 

 
亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金交付請求書 

 
年  月  日 

亀山市長 宛 
請求者 
法人本店所在地又は個人自宅住所 

 
                              

事業所名（屋号） 

                            
代表者役職・氏名   

                            
※本人が署名しない場合は、記名押印してください。 

  電 話 番 号  

                                
 
亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金交付要綱第６条の規定によ

り、下記の助成金を交付されるよう請求します。  

 
１ 交付請求額         金           円也 

 
２ 助成金振込先  

ゆうちょ銀行 
通帳記号  

通帳番号  

ゆうちょ銀行以外 

金融機関名  

支店名  

種別 １．普通    ２．当座 

口座番号  

口座名義（フリガナ）  

口座名義  

 

３ 添付書類  

（１）誓約書（様式第２号） 

（２）振込口座及び口座名義人が分かる通帳等の写し 

（３）助成対象経費の支払が確認できる書類の写し 

（４）経費算出根拠明細書（様式第３号） 

（５）市内に事業所を有し、市内で事業活動を行っていることが分かる書類 



様式第２号（第６条関係） 
誓約書 

年  月  日 
亀山市長 宛 

請求者 
法人本店所在地又は個人自宅住所 

 
                              

事業所名（屋号）  

                                    
代表者役職・氏名   

                                     
※本人が署名しない場合は、記名押印してください。 

 
亀山市エネルギー価格高騰対策中小企業者等重点支援助成金の交付を請求するに当たり、

次のとおり誓約します。 
次の誓約内容を確認し、「はい」又は「いいえ」のいずれかに〇をつけてください。 

■ 令和６年１月１日において市内に本店、支店又は営業所を有し、かつ、市内において事業活動

を営む中小企業者等です。また、引き続き、市内で事業活動を継続する意思があります。 

はい  ・  いいえ 

■ 請求の要件を満たしています。また、虚偽が判明した場合は、助成金の返還に応じます。 

はい  ・  いいえ 

 ■ 亀山市から検査、報告及び是正の措置の求めがあった場合は、これに応じます。 

はい  ・  いいえ 

 ■ 業種に係る営業に必要な許可を全て有しています。 

はい  ・  いいえ 

 ■ 亀山市が物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、実施する他の助成制度等に基づ

く助成金等の交付対象となる中小企業者等ではありません。 

       はい  ・  いいえ 

 ■ 助成対象経費については、令和６年１月１日において市内に本店、支店又は営業所を有し、か

つ、市内の事業所が負担した経費で間違いありません。 

はい  ・  いいえ 

 ■ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、亀山市暴力団排除条例（平成２３

年亀山市条例第１号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しく

は当該暴力団員と密接な関係を有していません。また、これらの者が直接的又は間接的に経営に

関与していません。 

はい  ・  いいえ 

■ 政治活動又は宗教活動を目的とする活動は、行っていません。 

はい  ・  いいえ 

 



様式第３号（第６条関係）

請求者

領収書
番号

支払日 種類 料金(税抜)
事業用

割合 ※2
金額（税抜）

1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

11 円

12 円

円

円助成金交付請求額

合計（税抜）※1 支払月を記入ください。

※2 決算書・収支内訳書の減価償却費の事業専用割合等を記入ください。

購入先（事業所名）

  令和　　年　　月分 　※１

※本人が署名しない場合は、記名押印してください。

  電話番号

経費算出根拠明細書

      　年　　月　　日

 代表者役職・氏名

 法人本店所在地又は個人自宅住所 

  事業所名（屋号）


